
自治体名 施策分野
事業名
（所管課）

開始年度 予算額（千円） 概要

埼玉県 啓発・広報 塙保己一賞事業費（障害者福祉推進課） 平成19年度 2,304
障害がありながらも不屈の精神で学問に打ち込み、後世に大きな影響を残した郷土の偉人塙保己一の
偉業を顕彰し、保己一の精神を受け継ぎ顕著な活躍をしている障害者及びその支援者を表彰する。

埼玉県 啓発・広報 「耳の日」記念のつどい（障害者福祉推進課） 昭和46年度 350
県民の聴覚障害及び聴覚障害（児）者に対する理解を深めるため、県内耳鼻咽喉科医会等と共催し、３
月３日の「耳の日」にちなみ講演会を開催する。

埼玉県 啓発・広報 発達障害児・者の理解促進啓発事業（福祉政策課） 平成23年度 2,667
広く県民に対して、発達障害についての理解を促進するため、啓発冊子の作成、啓発セミナーの開催を
行う（平成24年度のテーマは青年期・成人期）。

埼玉県 啓発・広報
「高校生体験活動総合推進事業（社会奉仕活動）（高
校教育指導課）

平成15年度 1,220
高校生が自ら社会奉仕活動を企画・実施し、社会の一員としての自覚と地域に貢献する態度を養う。ま
た、体験活動の発表を実施し、活動の普及に努めている。

埼玉県 生活支援 障害者芸術・文化活動推進費（障害者福祉推進課） 平成20年度 12,462
障害者の創作活動の「芸術性」「創造性」にスポットライトを当てたアートフェスティバルを継続的に開催
することで、その社会評価を高め、将来的に障害者の社会参加や経済的自立に結びつけていくことを目
指す。

埼玉県 生活支援 障害者人材育成資金助成事業（障害者福祉推進課） 平成20年度 5,099
芸術・文化面で優れた才能を持つ障害者の発表活動費用を補助することで、障害者のアーティスト・研
究者の発掘と育成をはかるとともに、発表活動そのものを促進し、将来的に障害者の社会参加の拡大
をはかる。

埼玉県 生活支援
在宅重度心身障害者手当支給費（障害者福祉推進
課課）

昭和47年度 1,969,080
在宅の重度障害者の精神的、経済的負担の軽減のため、手当を支給する市町村に対して補助金を交
付するもの。

埼玉県 生活支援 聴覚障害児聴能訓練事業費（障害者福祉推進課） 昭和51年度 39,661
就学前の聴覚障害児を対象に、早期に聴能訓練を行い、言語の発達やコミュニケーション能力の形成
を図るもの。

埼玉県 生活支援
軽度・中等度難聴児補聴器購入等助成事業費（障害
者福祉推進課）

平成24年度 2,906
身体障害者手帳の交付対象とならない軽度・中等度難聴児の言語やコミュニケーション能力の機会の
確保に資するため、同児の補聴器購入費用等助成事業を行う市町村（除く指定都市。）に、その事業費
の一部を補助する。

都道府県・指定都市における単独事業等一覧（平成24年度都道府県・指定都市別）
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事業名
（所管課）

開始年度 予算額（千円） 概要

埼玉県 生活支援
身体障害者補助犬健康管理費助成事業（障害者福
祉推進課）

昭和43年度 1,500
県内在住の身体障害者補助犬使用者に、厚生労働省が定めた「身体障害者補助犬の衛生確保のため
の健康管理ガイドライン」に規定されている健康診断、予防接種、疾病等の治療にかかる経費（医療
費）を助成する。

埼玉県 生活支援 リフト付きバス運行事業費（障害者福祉推進課） 昭和54年度 12,976
障害者団体等が障害者のための更生訓練、研修旅行、レクリエーション等の社会参加を行う場合の移
動手段としてリフト付きバスを運行する。

埼玉県 生活支援
第11回全国障害者スポーツ大会派遣事業（障害者福
祉推進課）

昭和40年度 26,335
一般社団法人埼玉県障害者スポーツ協会に委託し、障害者の自立と社会参加を促進するため、全国
障害者スポーツ大会へ選手を派遣する。

埼玉県 生活支援 難聴児生活相談事業（障害者福祉推進課） 昭和46年度 486
親の会の協力を得て、難聴児とその保護者等を対象に児童の成長過程に応じた教育・生活等に関する
相談事業を行う。

埼玉県 生活支援 精神障害者社会適応訓練事業（障害者福祉推進課） 昭和58年度 7,847 対象者を一定期間事業所に通わせ、社会適応訓練を実施し、社会復帰の促進を図る

埼玉県 生活支援
発達障害者ライフステージ一貫支援事業（福祉政策
課）

平成21年度 378 発達障害者の乳幼児期から成人期に至るまで一貫した支援ができるようサポート手帳を作成配布する

埼玉県 生活支援 達障害児・者親支援事業（福祉政策課） 平成23年度 1,893
子供の発達や行動が気になるなど、子育てに悩んでいる親を対象に育児のコツやストレスの緩和方法
を学ぶ子育て講座を開催する。

埼玉県 生活支援 生活ホーム運営費補助（障害者自立支援課） 昭和63年度 77,803
独立した生活を望みながら、家庭環境や住宅事情によってそれができない身体障害者又は知的障
害者に共同住居において、適切な指導、援助を提供することにより社会的自立を促進するための「生
活ホーム」を運営する市町村に対して補助する

埼玉県 生活支援
グループホーム運営費補助（差額補助）（障害者自立
支援課）

平成3年度 32,373
グループホームサービスと生活ホーム運営費補助基準額との差額等を支給した市町村に対して補助す
る

埼玉県 生活支援 暮らし体験事業（障害者自立支援課） 平成18年度 767 一定期間グループホーム等での暮らしを体験する場を提供する市町村に対して補助する
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（所管課）

開始年度 予算額（千円） 概要

埼玉県 生活支援
超重症心身障害児短期入所促進事業（障害者自立
支援課）

平成21年度 1,920
医療的ケアが必要な在宅の超重症心身障害児を受け入れた短期入所事業所や日中一時支援事業所
に対して上乗せ補助する。

埼玉県 生活支援 障害者地域サポート事業（障害者自立支援課） 平成10年度 97,650
障害者やその家族を支えるために、個々の生活にあった多様なサービスを提供している民間団体に助
成する市町村に対して補助金を交付する。

埼玉県 生活支援
心身障害者地域デイケア施設助成費（障害者自立支
援課）

昭和63年度 444,646
心身障害者が身近な地域において通所利用し、自立訓練や授産活動を行う「地域デイケア施設」等を、
自ら運営し又は施設運営に補助を行う市町村に対する補助

埼玉県 生活支援 介護すまいる館事業（高齢介護課） 昭和63年度 15,098
高齢者や障害者の自立の促進と生活の質の向上や家族の負担軽減を図るため、福祉用具などの展
示・相談・研修等を行う。

埼玉県 生活支援
県立社会福祉施設管理費（障害者交流センター）
（社会福祉課）

平成2年度 283,487
障害者に対し、教養の向上、更生の相談、社会との交流の促進及びレクリエーションのための便宜を総
合的に供与する障害者交流センターの管理運営費。

埼玉県 生活支援 重度心身障害者医療対策助成費（国保医療課） 昭和50年度 8,415,618
重度心身障害者や家族の経済的負担を軽減するため、重度心身障害者に係る各種医療保険制度によ
る医療費の一部負担（他の法令等による医療費が支給されるものを除く。）を助成する市町村に対する
補助。

埼玉県 生活支援 埼玉県立大学運営費（保健医療政策課） 平成11年度 2,006,792
保健医療福祉の分野における資質の高い人材の養成や指導役割を果たす人材を確保するための法人
の管理運営費。

埼玉県 生活支援
アーティストボランティアコンサート事業（文化振興
課）

平成10年度 2,454
ボランティアとして演奏活動を行う音楽家の協力を得て、普段コンサート会場に出かけることが困難な障
害者、高齢者などに身近な場所で音楽を鑑賞する機会を提供する

埼玉県 生活支援 運転免許試験関係経費（運転免許試験課） 昭和63年度 4,129
身体障害者等に対し、運転適性相談・検査を通してアドバイスや指導を行い、運転免許試験の受験機
会の拡大を図る

埼玉県 生活環境
災害時のためのランニング備蓄事業費（障害者福祉
推進課）

平成18年度 2,007
ストーマ用装具を必要とする内部障害者が大規模災害時の避難所での生活に支障が生じないようにラ
ンニング備蓄の方法によりストーマ用装具の調達体制を整備するもの。
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自治体名 施策分野
事業名
（所管課）

開始年度 予算額（千円） 概要

埼玉県 生活環境 福祉のまちづくり普及推進事業費（福祉政策課） 平成7年度 3,245
「埼玉県福祉のまちづくり条例」の円滑かつ適正な運用に資することにより、誰にもやさしいまちづくりを
推進する

埼玉県 生活環境 彩の国福祉のまちづくり資金利子補助（福祉政策課） 平成7年度 86
民間事業者が条例の整備基準により生活関連施設のバリアフリー化整備を行う際に、工事に必要な資
金を低利で受けられるよう金融機関に対し利子補助する。（平成２３年度から新規貸付を休止中）

埼玉県 生活環境 ユニバーサルデザイン推進事業（文化振興課） 平成13年度 1,286
県民や企業など様々な分野におけるユニバーサルデザインの実践を進めるとともに、ユニバーサルデ
ザイン視点の県政への導入定着を図る

埼玉県 生活環境 建築基準法等施行費（建築安全課） 平成21年度 3
「埼玉県福祉のまちづくり条例」や「埼玉県高齢者、障害者等が円滑に利用できる建築物の整備に関す
る条例」の運用により、人にやさしいまちづくりの推進を図る

埼玉県 生活環境 バリアフリー安全対策費（道路環境課） 平成9年度 204,700
駅、病院、公共施設、福祉施設等の周辺の幹線道路の歩道を整備し、歩行空間のバリアフリー化を図
る

埼玉県 生活環境 電線地中化（道路）整備費（道路環境課） 昭和61年度 150,000 電線類の地中化を図る

埼玉県 生活環境 社会教育施設建物いきいき回復事業費（財務課） 平成18年度 230 県有社会教育施設の段差解消、エレベーター、点字ブロック、廊下・階段手摺等の設置を行う

埼玉県 生活環境
通信指令業務関係経費（ファックス・メール１１０番）
（通信指令課）

平成3年度(ﾒｰﾙ
は14年度)

2,716
聴覚又は音声・言語機能障害者が、ファックス、携帯電話の電子メール及びパソコンのインターネット機
能を利用して１１０番通報を行えるよう、ファックス受信機及び専用パソコンを警察本部通信指令室に設
置して運用し、事件・事故の早期対応を図る

埼玉県 生活環境 みんなに親しまれる駅づくり事業（交通政策課） 平成9年度 76,200
高齢者、障害者等を始めとする誰もが快適に安心して鉄道駅を利用できるよう、駅へのエレベーター等
の整備に費用負担する市町村に、補助金を交付する。

埼玉県 生活環境 バス利用促進事業費（交通政策課） 平成10年度 18,690
公共交通機関としてのバスの利用促進を図るとともに、バス車両のバリアフリー化を誘導するために、
路線バス事業者が行う超低床ノンステップバスの導入に対し補助を行う。
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事業名
（所管課）

開始年度 予算額（千円） 概要

埼玉県 生活環境 ホームからの転落防止対策会議（交通政策課） 平成24年度 -
駅ホームからの転落事故が増加していることを受け、鉄道事業者及び関係市町村をメンバーとして協議
を開始する。ホームドア等の整備及び障害者や高齢者などに対する声かけなどハードとソフトの両面か
ら安全対策を進めていくため、情報交換や意見交換を行う。

埼玉県 教育・育成
特別支援学校医療的ケア体制整備事業（特別支援
教育課）

平成14年度 2,622
医療的ケアを必要とする児童生徒のいる県立特別支援学校において、巡回相談医の派遣や教員研修
を行い、医療的ケアの充実を図る

埼玉県 教育・育成
「生きる力」を育むノーマライゼーション教育総合推進
事業（特別支援教育課）

平成16年度 1,055
ノーマライゼーションの理念に基づいた教育の実現に向け、障害のある子とない子が一緒に学ぶ機会
の拡充を図る「支援籍」などの仕組みの普及・定着を図る

埼玉県 教育・育成
特別支援教育関係ブロック会議等補助（特別支援教
育課）

平成2年度 410 障害及び特別支援教育への理解啓発を目的として開催される「文化の集い」開催費補助

埼玉県 教育・育成
特別支援学校通学環境充実事業費（特別支援教育
課）

昭和48年度 1,658,970 特別支援学校の児童生徒の就学機会の確保を図るため、通学手段としてスクールバスを運行する

埼玉県 教育・育成 特別支援教育体制整備事業（特別支援教育課） 平成22年度 13,360
小中学校や高校等の通常の学級に在籍している発達障害を含め特別な教育的支援を必要とする幼児
児童生徒に対する支援体制の整備を図るため、特別支援学校のセンター的機能を強化するとともに、
小中学校や高校のモデル事業を実施する。

埼玉県 教育・育成 特別支援学校放課後児童対策事業費（少子政策課） 昭和63年度 99,640

特別支援学校に通学する児童おおむね１０人以上で組織する特別支援学校児童クラブを運営又は助
成する市町村に対し次の経費を補助
①重度障害児担当指導員及び保険料
②その他の障害児担当指導員及び保険料

埼玉県 教育・育成
安心・元気！保育サービス支援事業費（子育て支援
課）

昭和53年度 36,000 一定の要件に該当する障害児を受け入れる保育所に補助する市町村に対し補助

埼玉県 教育・育成 快適ハイスクール施設整備費（財務課） 平成13年度 12,921
県立高等学校の安全で快適な学習環境を整備するため、又、開かれた学校づくりをする図るため、障
害者用トイレの設置、スロープの設置、階段手摺の設置及び出入口の改修などバリアフリーの推進を
図る

埼玉県 教育・育成 県立学校大規模改修費（財務課） 平成10年度 91,734
県立高等学校における障害のある生徒等が安全で快適に学習できる環境を整備するとともに、来校者
等に対して開かれた学校づくりを図るため、エレベーター設置工事を行う
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自治体名 施策分野
事業名
（所管課）

開始年度 予算額（千円） 概要

埼玉県 雇用・就業
地域活動支援センター（精神小規模型）運営費補助
(障害者自立支援課）

昭和63年度 42,040
精神障害者が身近な地域において通所利用し、作業訓練や社会適応訓練を行う「小規模作業所」等
を、自ら運営し又は施設運営に補助を行う市町村に対する補助

埼玉県 雇用・就業
授産施設製品販売促進強化事業費(障害者自立支
援課）

平成2年度 2,482
福祉施設の自主製品の開発と販路拡大を図り、施設利用者の作業意欲の増進と社会参加の促進を図
る

埼玉県 雇用・就業 障害者雇用推進事業費（就業支援課） 平成23年度 24,422
障害者雇用開拓員を配置し、県内企業経営者に直接交渉するほか、障害者雇用に積極的な企業の誘
致を行い、雇用の受け皿の拡大を図る。
また、障害者雇用の優良事業所を認証するほか、障害者の職場定着を推進する。

埼玉県 雇用・就業 障害者就労支援事業費（就業支援課） 平成13年度 23,640
障害者就労支援センターを設置する市町村に対する補助金の交付、障害者就労支援センター等連絡
協議会の運営、ジョブサポーター研修、就職面接会の開催、県庁での職場実習の実施及び優秀勤労障
害者等の知事表彰。

埼玉県 雇用・就業 障害者雇用サポートセンター運営費（就業支援課） 平成19年度 35,528 企業への働きかけを強化して、障害者の雇用の場を創出する

埼玉県 雇用・就業
特別支援学校就労支援総合推進事業（特別支援教
育課）

平成10年度 6,446
障害のある生徒の就労を促進し、社会参加と自立を実現するため、特別支援学校高等部生徒の就労
支援を総合的に推進する

埼玉県 雇用・就業 非常勤職員報酬等経費（教育局総務課） 平成24年度 56,348
非常勤職員の一部について障害者を採用し、就労経験の場を提供するとともに、職員の障害に対する
理解の促進を図る。

埼玉県 保健・医療
総合リハビリテーションセンター病院費（障害者福祉
推進課）

昭和56年度 1,103,804 身体障害者等に対し更生医療等を提供するとともに、重度の障害者を対象に歯科診療を行う

埼玉県 保健・医療 発達障害児療育事業（福祉政策課） 平成24年度 19,668
就学前児童及び小学校低学年の児童を対象とした個別療育の実施、親を対象とした療育相談等の実
施及び市町村職員等の人材育成を行う。

埼玉県 保健・医療 発達障害児支援人材育成事業（福祉政策課） 平成23年度 33,008
市町村職員、保育所・幼稚園等職員及び医療・療育の専門職に対して研修を実施し、発達障害児の早
期発見と早期支援を担う人材を育成する。
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自治体名 施策分野
事業名
（所管課）

開始年度 予算額（千円） 概要

埼玉県 保健・医療
県立社会福祉施設管理費(障害者歯科診療)（社会福
祉課）

昭和58年度 182,187
嵐山郷、皆光園、あさか向陽園、そうか光生園の各障害者歯科診療所において、一般の歯科診療所で
は治療が困難な障害者に対して、歯科治療や口腔衛生指導を実施し、地域の障害者歯科治療の充実
を図る

埼玉県 保健・医療
埼玉県歯科医師会口腔保健センター運営費補助（健
康長寿課）

平成13年度 8,586
埼玉県歯科医師会口腔保健センターにおいて、一般の歯科診療所では治療が困難な障害者に対して、
歯科診療や口腔衛生指導を実施し、障害者歯科治療の充実を図る

埼玉県 保健・医療 埼玉県病院事業（精神医療センター）（経営管理課） 平成2年度 3,603,595 県立精神科病院を運営することにより、精神保健の向上及び、医療の確保を図る

埼玉県
情報・

ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ
聴覚障害者災害時等情報提供ﾈｯﾄﾜｰｸ運営支援事
業（障害者福祉推進課）

平成17年度 1,094
災害時等に携帯電話・パソコン・FAXを利用して、聴覚障害者向けの情報を発信する連絡ネットワークを
運営する団体に必要経費を補助する。

埼玉県
情報・

ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ
視聴覚障害者情報環境整備事業費（障害者福祉推
進課）

平成8年度 759
県職員・地域の公共的施設の職員を対象とした手話講習会を開催する。また、課内に点字プリンターや
点字読取りソフト等を設置し、県庁各課の点字文書作成を支援する。

埼玉県
情報・

ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ
県立久喜図書館障害者サービス運営費（久喜図書
館）

昭和55年度 3,346
視覚障害者の図書館利用機会を拡充するため、(1)対面朗読の実施、(2)録音テープ・点字資料の製作・
貸出、(3)朗読者研修会の実施、(4)障害者用資料・情報の提供を行う

埼玉県
情報・

ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ
彩の国だより発行費（広聴広報課） 昭和51年度 4,007

県政に対する県民の理解と協力を得ることを目的に発行・配布する県広報紙「彩の国だより」について、
視覚障害者向けに点字版、テープ版を発行する

埼玉県
情報・

ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ
県政広報テレビ放送費（広聴広報課） 平成15年度 112,570

テレビ埼玉を利用して県政広報テレビ番組を放送、このうち、県の１週間の動きを伝える「彩の国ニュー
スほっと」に手話通訳を取り入れ、聴覚障害者への情報提供の充実を図る
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